














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（29）江華「慎重処理 “文化大革命” 遺留的打 搶案件」（1980年５月23日）（同上、121－122
頁）、121頁。
（30）江華「努力做好司法工作、当四化建設的促進派」（1980年６月２日）（『江華文集』、123
－133頁）、123頁、124頁。
（31）同上、127頁。
（32）同上。
（33）『十年史』（上）、69頁。
（34）『江華文集』、127頁、128頁。
（35）同上、129頁。
（36）同上、131頁、132頁。
（37）同上、131頁。
（38）同上、133頁。なお、江華の「法により事を処理する問題について」（1980年６月14日）
でも、たびたびいうには、「とくに圧倒的多数の人民法院に公開裁判を行う法廷がな」い
と訴えている（江華「談談依法辦事問題」（1980年６月14日）、同上、134－142頁、142頁）。
（39）江華「談談人民法院依法独立進行審判的問題」（1980年８月４日）（同上、143－151頁）、
150頁。
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（40）江華「改革司法工作、更好地為社会主義経済建設服務」（1980年８月16日）（同上、152
－154頁）、154頁。
（41）江華「向第五届全国人民代表大会第三次会議作的最高人民法院工作報告」（1980年９月
２日）（同上、155－159頁）、156頁。ちなみに、「最高人民法院関於復査糾正 “文化大革命”
期間錯判死刑案件的幾個意見的請示報告（節録）」（『中華人民共和国法律規範性解釈集
成』、1990年10月、吉林人民出版社、以下『集成』と略称する、207－208頁）もある。
 　なお、拙稿「七五年憲法下の中国人民司法の『革命化』と『調整期』」（下・完）（『九
州国際大学法学論集』第14巻第１号、2007年７月、以下前稿（下）と略称する）の注（25）
に1982年12月段階の「冤罪・でっち上げ・誤判事件」の統計が載っている（42頁）。
（42）本稿（上）、86－87頁。
（43）前稿「七五年憲法下の中国人民司法の『革命化』と『調整期』」（上）（『九州国際大学
法学論集』第13巻第３号、2007年３月）・同（下）（同上第14巻第１号、2007年７月）を
それぞれ参照願いたい。
（44）原後山治「中国の刑事裁判を傍聴して」（『アジア経済旬報』1979年２月下旬号、1107号、
以下『原後傍聴』と略称する）、３頁。なお、1982年４月段階については、浅井敦・加藤
寛昭「中国刑事裁判の記録」（『時の法令』1144号、1982年５月23日号、16－26頁）を参
照願いたい。
（45）『原後傍聴』、４頁。
（46）同上、４頁、５頁。
（47）同上、６頁。
（48）同上、11頁、13頁。
（49）同上、12頁、13頁。
（50）小林直人「上海市法曹との懇談の想い出－中国訪問から帰って－」（『自由と正義』
1979年８月号、以下『小林懇談』と略称する）、94頁、95－99頁。
（51）前稿（下）、14－17頁。
（52）『小林懇談』、97頁、98頁。なお、「（解説・翻訳）田中信行」「中華人民共和国逮捕拘留
条例（新・旧条例）」をあわせて参照されたい（『アジア経済旬報』1979年４月中旬号、
1112号、29－36頁）。
（53）＜対談＞原後山治・針生誠吉「ある離婚裁判にみる中国の近代化と新法制」（『朝日ジャー
ナル』1980年２月22日号、以下『近代化と新法制』と略称する、80－88頁）、80頁。
 　また、浅井敦「裁判公開主義と傍聴規則」（現代化中国の法と社会28、『法律のひろば』、
1983年11月号）では、当時における「裁判所傍聴規則」である「1979年12月11日、最高
人民法院によって制定された『中華人民共和国人民法院法廷規則（試行）』」の内容が紹
介されているが（60－61頁）、とりわけ「傍聴人は、法廷の審判活動について意見がある
場合には、閉廷後に書面を用いて、これを人民法院に提出することができる（７条）」と
いう箇所が重要であろう。浅井がつづけていうように、「文革期には、裁判長が傍聴人の
意見をもとめ、これを参考として審判する方式が実行された」が、「しかし本規則におい
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ては、法廷での傍聴人による発言・質問は禁じられており、こうしたところにも、文革
型裁判への批判の一面がうかがわれる」（61頁）。
 　ちなみに、拙稿「中国における人民司法の『正規化』と『調整期』－続「五四年憲法
下の司法」再考－」（中）（『九州国際大学法学論集』第10卷第２・３合併号、2004年３月、
以下前々稿（中）と略称する）によれば、1956年10月の総括では、「人民法院は開廷して
事件を審理する過程のなかで、傍聴する大衆に法廷で発言を許してはならず、傍聴する
大衆にもし意見があるならば、閉廷後口頭または書面で人民法院に提出できる」（126（19）
頁）とされていたが、ここの「口頭」の部分が削除された内容とみられる。なお、原文は、
「中華人民共和国人民法院法庭規則（試行）」（最高人民法院研究室編『中華人民共和国司
法解釈全集』、1994年７月、人民法院出版社、以下『全集』と略称する、27－28頁）にある。
（54）『近代化と新法制』、80頁、81頁。
（55）同上、83頁、84頁。
（56）同上、84頁、85頁。なお、建国初期の土地改革期のいわゆる「人民裁判」については、
秋山良照『中国土地改革体験記』（1977年５月、中公新書468）の「人民裁判はじまる」（45
－49頁）、「即時銃殺」（49－53頁）、「黒幕を銃殺する」（103－110頁）などをそれぞれ参照
願いたい。
（57）浅井敦「第一部　中国刑事法の特色と問題点」の「二　中華人民共和国刑事訴訟法」（平
野龍一　浅井敦編『中国の刑法と刑事訴訟法』（1982年３月、東京大学出版社、１頁以下、
23頁以下）、28頁。なお、刑法については、浅井敦『中国憲法の論点』（1985年３月、法
律文化社、以下『論点』と略称する）の「第二部　中国憲法の論点」（51頁以下）の「第
四章　民事および刑事法制」（100頁以下）の「三　罪刑法定主義の現段階」（109頁以下）
などもあわせて参照願いたい。
（58）浅井敦「第一部」、32頁、34頁。
（59）同上、34－35頁。
（60）同上、35頁。
（61）同上、35頁、36頁。なお、小森田秋夫編『現代ロシア法』（2003年９月、東京大学出版会）
所収の「第４章　裁判　第１節　裁判制度」（117－129頁：杉浦一孝担当）の、とくに「司
法改革の提起」（117－118頁）を参照願いたい。
 　一方、旧ソ連時代の末期の状況について小森田秋夫がまとめた『ソビエト裁判紀行』
（1992年３月、ナウカ）によると、「ソ連の刑事訴訟」では、「予審をおこなうのは、取調
官という独自の司法官であ」り（186頁）、「予審は、公訴の内容を明らかにしたうえでお
こなわれる手続の一段階であ」るが、「公判段階と決定的に違うのは、非公開で、しかも
取調官と被告人との一対一のいわゆる糾問的手続きでおこなわれる点であ」り、「したがっ
て、公判なら傍聴したことのある私も、予審を見たことは残念ながらない」とする（188
頁）。一方、「日本でも現行刑事訴訟法が施行される1949年の以前には、予審制度がとられ
てい」て、「そこでは、起訴と同時に、予審の記録をふくめ捜査記録が裁判所に提出され、
前手続の主宰者である検察官から公判手続の主宰者である裁判官に『いわば事務の引き
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つぎが行われるかのような観を呈していた』といわれる（ソ連の現行制度は、まさしく
このような様相を呈している）」ともする（193頁）。ついでに「訳語の問題」で、「予審と
いう手続きの実質は本格的な取調べであり」、「実質どおり『取調べ』と訳すべきだという
意見があ」り、「また、ここで『被告人』という場合、公判段階の被告人とは別の言葉が
用いられているので、それと区別するためにここは『被疑者』と訳しておくという考え
もある」という（270－271頁）。
 　他方で、最近の坂口一成の一連の論稿がとくに重要である。早速それ（坂口一成「現
代中国における『司法』の構造⑴－厳打：なぜ刑事裁判が道具となるのか？－」（『北大
法学論集』第57巻第２号、2006年７月、992頁）によれば、中国「においては、プロレタ
リア文化大革命」「終了後の治安の混乱を正常化させる方策として、中国共産党」「の号
令の下で、1983年に『厳打』と呼ばれる犯罪対策キャンペーンが展開された」とし、そ
れは「具体的には、『法に従い重きにかつ速やかに』」「犯罪者に厳しく打撃を加えること」
で、「実際、厳打期間中には、警察等が大量の被疑者を一斉検挙し、通常よりも迅速に起
訴し、裁判においてはそれ以前と比べてより速やかに手続が進められ、またより重い刑
罰が科される」という。なお、ここでは、「改革・開放」にともなう「治安の混乱」もく
わわっている。したがって、1979年刑法などは、重罰化等のみちを早くも歩むことにな
るのだが。
 　また、同⑵では、79年法である「旧刑事訴訟法期（1980年～1996年）」では、「旧刑訴
法３条１項は」、「刑事事件の捜査、逮捕、預審は、警察機関が負う」とし、「預審」では、
それは「事案の真相を確かめ、より明らかにするために、法に従い強制処分を採られた
被疑者に行う予備的な取調べ活動」とされ、「この預審を経て、警察が検察に起訴を求め
るか否かが決定される」。「また、旧刑訴法45条後段は、『必要なときは、人民検察院は人
員を派遣して警察機関の重大事件についての討議に参加させることができる』と規定し、
重大事件については警察が起訴申請前に検察の意見を聴取できる制度となってい」て、
この「事前介入」「の意味は、『主に、刑事訴訟手続きにかかわる機関が、みずから担当す
る手続きよりひとつ前の手続きに関与すること』」ができるとする(同上、第57巻第３号、
2006年９月、1376頁、1370頁)。
 　そして、同⑶では、「共同事務処理」（「集体辦公」）が取り上げられているが（同上、
第57巻第４号、2006年11月、1887頁）、筆者が直訳すれば、「集団による事務処理」となろ
うか。
 　さらに、同⑷では、次稿で取り上げる予定の八二年憲法下の中国人民司法期ともかさ
なる「厳打期刑事司法の実態」の「裁判前段階」によれば、「⑴　事前介入」にくわえて、「⑵
　共同事務処理」として、「警察局、検察院および裁判所は緊密に協力し、共同で活動す
るとともに、党内共同事務処理制を実施し、重大事件・ハードケースについては、政法
委員会に報告し、共同事務処理会を開催し、討論の上決定を下し」たという（同上、第
57号第５号、2007年１月、2537頁、2535－2525頁、2530頁、2529頁）。
 　最後に「⑶　合同事件処理」（「聯合辦案」、筆者が直訳すると、「連合による事件処理」
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となる）がある。つまり、「上に見た共同事務処理においては、重大事件・ハードケース
について政法委員会主宰の下で警察・検察・裁判所が一致協力し、解決するが、手続自
体は各機関が行う」が、「警察・検察・裁判所の区別を形式的にも取り払ったやり方が」「合
同事件処理」「と呼ばれるやり方」であるとする（同上、2528頁）。ちなみに、前著（『現
代中国司法「制度」史研究－1957年～1959年－』、2000年１月、明石書店）では、「連合弁
公」と「合署弁公」の区別にふれておいた（たとえば、259頁）。
 　さらに、「83年厳打においては、弁護活動は訴訟の進行を妨げ、被告人をしかるべき罪
から逃れさせるものであり、したがって、厳打に対抗するものであるとして、弁護活動
が行われなくなった地方もあった」が、「中央レベルでも『「厳打」開始時に、弁護士を主
管するある責任者は、全国的な会議において、重罪の被告人の弁護を止めるよう求めた』」
という点、さらには、「刑事司法の担い手について」論じつつ、「検挙段階では警察や検察
のみならず、党・政府機関や軍隊」なども「参加した」うえ、「被告人の弁護士依頼権の
剥奪、裁判所の事前介入、共同事務処理、合同事件処理、死刑囚の市中引き回し・公開
処刑、拷問など」といった「現象もあった」とした点（同⑷、同上、2519－2518頁、2473頁、
2472頁)などは「検挙段階」における「軍隊」の「参加」の問題とともに、後述の「特別
弁護」等との関連でも重要であろう。
 　なお、同⑸では、「判決宣告大会など」、そして「公開勾留大会・判決宣告大会・公開処
刑」などが注目される（同⑸、同上、第57巻第６号、2007年３月、3009－3008頁、2988
－2987頁）。
 　以上には、筆者の前著以来の前々稿・前稿ならびに本稿での考察を現在の状況とむす
びつけていくうえで、きわめて重要な論点が網羅されている。
（62）中共中央文献研究室『関於建国以来党的若干歴史問題的決議注釈本（修訂）』（1985年
９月、人民出版社、以下『注釈本』と略称する）、392頁。
（63）《紅旗》社論「歴史的審判　人民的勝利」（《歴史的審判》編集組編『歴史的審判』、
1981年３月、群衆出版社、以下『審判』と略称する、164－168頁、原載は、『紅旗』1980
年23期）、166頁。
（64）〔対談〕原後山治・田中信行「四人組裁判の法律的諸問題－政治と法治の相克をめぐって」
（『中国研究月報』1981年５月号、以下『対談』と略称する）、１頁。
（65）同上、２－５頁、２－３頁、３－４頁、４－５頁。なお、『特別弁護』の「特別検察庁
および特別法廷成立前の林・江集団事件にたいする審査活動」（28－32頁）では、中央規
律検査委員会による審査や公安部による予審と最高人民検察院による捜査予審活動への
参加・監督などにふれている。とくに、鄧小平の「起訴状の内容は毛主席・周総理の誤
りに及ぶことはできない、この１点は特別に慎重を要する」との発言は注目される（32
頁）。
（66）『対談』、５－10頁、９頁。
（67）同上、10－12頁、11頁。
（68）同上、12－19頁、12－14頁。
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（69）同上、19－23頁。
（70）「鄧小平同志就当前国内外一些重要問題答美国記者問（摘録有関審判林彪、江青反革命
集団案的問題）」（『審判』、１－２頁、原載は、『人民日報』1980年11月24日）、１頁。
（71）「彭真同志在幹部会議上的講話」（1980年11月）、『審判』、３－９頁、６－８頁、７頁。
（72）『張友漁文選』下巻（1997年２月、法律出版社、以下、『張文選』下と略称する）所収の
「有関林彪、江青反革命集団案的幾個法律問題」（1980年12月16日）（69－88頁）。なお、「本
文は張友漁同志の中国人民政協全国委員会における講話である」（69頁）。
（73）同上、69－73頁、71頁。
（74）同上、71頁。
（75）同上。
（76）同上。
（77）同上、72－73頁。
（78）同上、73頁。
（79）同上、73－75頁、75頁。
（80）同上、75－79頁。
（81）同上、76頁。
（82）同上、77頁。
（83）「中華人民共和国刑法」第79条（1979年７月１日採択、1980年１月１日施行）（公安部
政策法律研究室編『公安法規彙編（1950－1979）』、1980年９月、群衆出版社、以下『公
安法規』と略称する）、17頁。
（84）『張文選』下、79－80頁。
（85）同上、80頁。
（86）同上、80－83頁、81頁。
（87）同上、81頁。
（88）同上、83頁、84頁。なおふたたび、辻康吾前掲『転換期の中国』によれば、「特別法廷」
（28－31頁）では、こう述べられている。すなわち、1980年「11月20日から12月29日まで
の審理は公開といわれながらも、国家、党の機密にわたることを理由に傍聴を許された
のは全国から選抜された特定の人々であり、テレビで放映されたのもさらにその一部に
すぎなかった。だがその限られた部分においても、この特別法廷が法的に極めて特殊な
ものであったことは明白であり、かろうじてニュールンベルク、極東軍事裁判に近いと
いうべきものであった。とりわけ開廷はるか以前の79年10月、欧州各国記者団と会見し
た華国鋒は、被告」人「は死刑にはなるまいと、司法の独立を全く忘れたような発言を
行い、人々を驚かせた」とする（29－30頁）。
 　さらに、「裁きの後」（32－35頁）では、「文革開始当初から毛主席の指示を実行したと
いう江青被告に対して、文革末期の74年になってからの『江青は私を代表しない』とい
う毛主席の言葉をもって、毛主席と江青被告の関係を断ち切った検察側。毛主席の指導
責任については一言も触れずに、文革中の “走資派批判” を、奪権闘争を『反革命行為』
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と断じた特別法廷の判決。連発された伝聞証拠。被告」人「は法によって裁かれたという。
それがいかなる法であったのかは、今後の中国にとって重い課題となっている」とする
（34－35頁）。
（89）『張文選』下、84－88頁、86頁。
 　他方、『人民中国』1981年５月号の「特集　林彪、江青反革命集団の裁判」（12－53頁）
もある。
 　そのうち、「解説　中国の裁判制度と特別法廷」（孫戦科、34－39頁）では、「公安、検
察、法院の関係」（34－35頁）、「刑事訴訟法の原則」（35－37頁）、「法廷の審判手順」（37
頁）にそれぞれふれたうえで、「刑の種類と量刑の根拠」（37－39頁）について説明する。
つまり、「10人の主犯に対する量刑は、1980年１月１日から発効した『中華人民共和国刑
法』にもとづいておこなわれた。ところで、10人の主犯の犯罪は、時期的にはいずれも
この『刑法』発効以前のものであるのに、従前からあった『反革命分子懲罰条例』にも
とづかず、後に施行された『刑法』にもとづいて量刑がおこなわれたのはなぜか。『刑法』
第９条は、本法の施行以前になされた行為であっても、本法が犯罪とみなさないものは
本法を適用するとともに、本法のほうが刑が軽い場合も本法を適用するとしている。す
なわち、新、旧法を比較して量刑の軽いほうをとるわけで、被告人に有利となっている
からである。たとえば、政府転覆・武装反乱罪については、もし従前の『反革命分子懲
罰条例』および1957年の『刑法草案』にもとづくならば、いずれも「死刑または無期懲役」
に該当する。だが、現『刑法』ではこの二つの罪は「無期懲役または10年以上の有期懲役」
に該当するとされている。したがって、現『刑法』にもとづいて量刑することが、被告
人にとって有利であるばかりでなく、法理にかなっており、また、国際的慣例ともなっ
ている」とする（37－38頁）。なお、「刑の執行と被告の今後」（39頁）がつづく。
 　ついで、「《法廷取材記者座談会》林彪・江青グループの裁判」（同上、12－33頁）では、
７人が出席して、「『溜飲が下がった』と町の声」（14－16頁）で、「民意判決」であって、
「『勝った者が負けた者』を裁く、というようなものではな」く、「封建ファシズムの権化
である江青」にたいして、「今回の判決で人民の仇恨が晴れ」たとする（15頁）。「そばで
見た被告たちの表情」（16－19頁）では、「江青の法廷での醜悪な演技はみもの」とされ（17
頁）、「いちばんむかむかしたのは、法廷弁論のときの江青の傲慢な態度」とされ、さらに、
「自分を逮捕して裁判にかける目的は、毛主席を冒とくするものだ」との江青発言までと
りあげられている（18頁）。一方、「毛主席は在世中に早くから江青のことを警告していた」
とされ、「文革」末期の「1974年末に『江青は野心を持っている。王洪文を委員長』」「に
し、自分は党の主席になろうとしている」「私が死んだらあの女は事をおこすにちがいな
い」などといい、「そもそも『四人組』という名も毛主席がそう呼んだ」とする（19頁）。「証
拠の録音でがっくり」（19－23頁）では、「1966年から70年までに江青のしゃべったことの
録音」で、「口にませて174人の人を、裏切り者、特務、反革命現行犯だときめつけている」
という（21頁）。「『誤まり』と『犯罪』は違う」（23－26頁）では、「江青の住居で押収し
た録音テープが二千以上あ」ったが、「法廷では証拠としてそのうち60個が提出されただ
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け」だったとする（24頁）。「証拠ひとつひとつを丹念に」（26－32頁）では、「公開裁判の
意義は大きい」が、「公開とはいっても、国の機密のわたることもあるので、この裁判に
は外国人記者を入れ」なかった（27頁）。また、張友漁も傍聴した（29頁の上の写真）が、
「外国の一部では、中国の裁判ははじめから有罪ときめているのではないかという人がい
た」とする。すなわち、「公安部門が捜査して予審を行ない、起訴すればそれで罪が決ま
る。すでに判決前から、新聞、ラジオも被告人を有罪扱いにしていた。つまり、はじめ
から有罪ときめつけている」と（29頁）。なお、「張春橋が黙秘を通し」たが（30頁）、「20
何年ぶりに、法廷に弁護人の姿が復活し」たというのは、あきらかに間違いであろう（30
－31頁）。「法治－新時代のスタート」（32－33頁）では、「文革」に「今回の裁判によって
正式に終止符をうった」という（33頁）。
（90）「張友漁同志就公審林彪、江青反革命集団案主犯答《北京日報》記者問」（1980年11月
14日）、『張文選』下、203－208頁、207頁。
（91）「張友漁同志就審判林、江反革命集団案的四個法律問題答新華社記者問」（1980年11月
21日）、同上、209－212頁、210－211頁。
 　ちなみに、高銘暄・趙秉志編『新中国刑法立法文献資料総覧（上冊）』（1998年２月、
中国人民公安大学出版社、以下『総覧上』と略称する、252－281頁）には、たとえば、「中
華人民共和国刑法草案（初稿）（第22次稿）」（全国人民代表大会常務委員会弁公庁印　
1957年６月28日）の「第99条　陰謀により政府を転覆させ、国家を分裂させた者は、死
刑または無期懲役に処」し、「第100条　武装部隊を率いて裏切るか、または防御地区・防
御線、軍事機密を敵に引き渡した者は、死刑、無期懲役または10年以上の有期懲役に処す」
とそれぞれ定められている（268頁）。
（92）「張友漁同志就審判林、江反革命集団案有関法律問題答新華社記者問」（1980年12月２
日）、『審判』、213－215頁、214頁。
（93）「王漢斌同志就有関審判林、江反革命集団案的幾個法律問題答新華社記者問」（1980年
12月10日）、『審判』、216－220頁、217頁、218頁。なおさらに、呉建璠・欧陽濤「論審判
林彪、江青反革命集団案的幾個法律問題」（『法学研究』1980年第６期、１－５頁）もある。
（94）陳家詠「謝富治逃不脱歴史的審判」（『審判』、463－471頁）、470頁、471頁。
（95）『十年史』（下）、18頁。
（96）同上、128頁。なお、厳家祺・高皋編著『中国「文革」十年史』下冊（1987年１月再版、
香港大公報社、535頁）により、引用文中の丸カッコ内を補足した。
（97）「中華人民共和国懲治反革命条例」（1951年２月20日、中央人民政府委員会第11回会議
承認）（『公安法規』）、96－99頁。ここでは、その「目的」が人民民主政権の転覆と人民
民主事業の破壊とされ（２条）、３条から８条と12条まで、すべて「死刑または無期懲役」
とされ、「反革命の目的」をもった行為が並ぶ９条から11条では、９条が「死刑または無
期懲役」で、10条と11条（さらには13条）もそれらを含んでいる。
（98）「中華人民共和国刑法」（1979年７月１日採択、1980年１月１日施行）（同上、４－33頁）、
18－21頁。そこでは、その「目的」はプロレタリアート独裁の政権と社会主義制度の転
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覆とされ（90条）、91条と92条で「陰謀」が処罰の対象とされ、91条から99条での最高刑
は無期懲役以下となり、また「反革命の目的」をもった行為が並ぶ100条から101条も無
期懲役以下となっているが、103条で、98条（反革命集団組織指導）・99条（封建的迷信
等利用）・102条（煽動行為）を除くすべてに「危害が特別に深刻で、情状が特別に悪劣
な場合」に死刑を判示できるとされる。
